
⼤阪府 環境農林⽔産部 農政室 整備課
⼤阪府 北部農と緑の総合事務所

〜 地域農業の未来を創る“プラン” と“アクション” 〜

資料２
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⽬ 次

〇農空間保全地域制度について

〇⼤阪府豊能郡豊能町
牧地区での取組みについて

〇府域への展開について

２
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農空間保全地域制度について

３
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農業振興地域
市街化調整区域

農空間保全地域

①府域耕地⾯積
12,823ha

②農空間保全地域
11,374ha

・市街化区域⽣産緑地
1,927ha

・農業振興地域農⽤地
4,816ha

・調整区域5ha以上集団農地
4,630ha

②/① 88.7%

農空間保全地域の指定状況

※市町村との協議により
府が指定し公表

４
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■条例制定の背景
・既存法制度とのミスマッチ
農業経営基盤強化促進法
農業振興地域の整備に関する法律

■条例の3つの柱
・⼤阪版認定農業者制度
・農空間保全地域制度
・農産物の安全安⼼確保制度

「⼤阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活⽤に関する条例」
(平成20年4⽉施⾏）

５
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・農空間の保全を進める
地域の指定や遊休農地を
府⺠の幅広い参加により
解消する仕組み

１）⾃⼰耕作による解消
２）地域の⼒による解消
３）農地貸借による解消
４）資源・景観作物の栽培

(成果）

条例施⾏（平成20年)以降
10年間で約720haの
遊休農地の解消及び
未然防⽌

「農空間保全地域制度」

６
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『農空間保全地域』

農業の振興と農空間の持つ、公益的な機能を確保するため、⼤阪府の施策を重点的に実施し、府
⺠とともに農空間の保全に取り組む地域

『農空間保全地域』

農業の振興と農空間の持つ、公益的な機能を確保するため、⼤阪府の施策を重点
的に実施し、府⺠とともに農空間の保全に取り組む地域

農空間保全委員会（市町村単位）
※⽣産緑地のみが対象の市等を除き、府内35市町村で設置済

（構成：大阪府、市町村、農業委員会、JA、農地中間管理機構等）

遊休農地の利⽤促進の⽅策を検討

農空間保全委員会
（府、市町村、農業委員会、JA、農地中間管理機構等）

旧制度

『遊休農地解消対策区域』の指定
（遊休化の著しい区域）

農地利⽤計画の提出
（遊休農地解消区域内の農家の農地利用意向の把握）

Ⅰ.⾃⼰耕作による解消（⼀筆単位）

Ⅱ.農空間づくり協議会の設⽴（地域単位の取組）

改正制度

地域単位での農地の利⽤促進に関する計画(農空間づくりプラン)の策定・実施
○主 体：農空間づくり協議会

○内 容：

地域単位での農地の利用促進をすすめるべき地域

（営農の継続性に不安がある地域等）を検討・選定

地域への働きかけ

１．地域の概要（地域の魅⼒と課題、取組エリア）
２．地域の⽬指すべき将来像（⽬標）
３．将来像実現に向けた取組
◆⼟地利⽤促進計画
ゾーニングを⾏い⼟地利⽤を明確化
・農業振興ゾーン
・府⺠協働ゾーン
・環境保全ゾーン
＊プラン実現のため必要な基盤整備や維持管理も併せて明⽰

◆担い⼿確保に関する計画
将来の農地利⽤の主体となる担い⼿など確保の⽅法を明⽰

◆地域活性化に関する計画
地域活性化を⽬指す取組みやそれを継続するための取組みを明⽰

農空間の公益的機能確保のため、農地集積や府民参加等幅広い担い手の参入など、

計画的な農地利用の促進によりに農空間を保全・活用されるよう地域単位の取組を支援

『農地の利⽤実態調査』 『農地の利⽤実態調査』

『農空間づくり協議会』 （構成︓農地所有者、地域住⺠等）の設⽴

廃⽌

廃⽌

拡充・移⾏

農空間の公益的機能確保に向け、一筆毎の遊休農地等の利用促進を支援

農空間保全地域制度の新旧対照フロー図

プラン策定・実現（遊休農地の利用促進）

担い手への貸借による農地利用など

府民参加等による保全

Ⅳ.資源･景観作物の栽培（⼀筆単位）

Ⅲ.農地貸借による解消（⼀筆単位）

拡充・移⾏

７

12



新たな農空間保全地域制度 根拠条例︓⼤阪府都市農業の推進と
農空間の保全と活⽤に関する条例
(平成30年4⽉改正）

８

改正した
新たな
取り組み
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「農空間づくりプラン」の取組の流れ

９
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